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懇談会：「国土計画考」－その８－  

出 席：今野修平氏・国土計画研究会メンバー  

日 時：平成 18年３月 31日（金）  

場 所：ホテルプレジデント青山「ファンクションルーム」  

 

Ａ氏 今回は今年度の最後で、国土形成計画、法律改正も含めて、この法律

の性格とか、これから国土総合開発計画がどうなるかということを中心にして

お話しいただきたいと思います。膨大な資料がありますが。  

 

今野 では、まず資料を説明しましょうか。  

 「新しい国土形成計画について」というのは、国土交通省の担当課が国土庁

の外郭団体の雑誌『人と国土』に載せたものですから、一応公的な答弁という

ふうに受けとめていいと思います。  

 「国土形成計画法と港湾政策」というのは、実はこの間、国土計画協会と港

湾協会が合同で講演会、シンポジウムをやりまして、そのときに配ったパワー

ポイントの資料ですが、いまの部会長の森地さんが講演しました。その資料を

コピーしてお届けしてあります。これで彼が説明したものです。  

 「首都圏大地震」という伊藤滋さんの論文が載っているものは、『地域開

発』今年の正月号です。これにいまの担当計画官・野田さんのが最後にありま

す。今日の具体的な議論としては、最後の野田さんの論文、「国土形成計画の

策定に向けて」、これがメインになると思います。その前に「戦後の地域開発

制度の展開と国土形成計画法制定後への期待」というので、中村隆司さんの論

文がありますが、この辺が参考になるかと思います。私から皆さん方にお届け

している資料は以上です。  

 森地さんの資料に合わせて、少しこれを追いかけていこうかと思います。港

湾協会と共催でしたから、最後に「港湾政策の課題」というのをサービスして

もらっていますが、４か５までは国土形成計画そのものについて、それで入っ

てきたものです。  
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 話す内容としては、戦後の国土計画の課題と成果ということで、概略歴史を

述べて、東アジアの経済現象と日本、それから我が国圏域構造の改編、国土形

成計画の意義、この辺が今日ディスカッションをしたいと言っているテリトリ

ーだと思います。  

 ３ページにいきますと、戦後の国土計画の課題を森地さんが幾つかの特徴的

なもので括っています。それは需要を追随していた計画だったのではないか。

戦後、終戦直後特にそうなのですが、災害対策に追われていた、そこが出発点

の一つとしては否定できない。それから、高度成長になって経済効率性の向上

というのに移ってきた。そして石油ショック以降、環境対応に追われるように、

大きく流れはこの３つにあったのではないか。最後に、地域格差是正に取り組

んできていたのが国土計画だったというふうに彼は括っています。  

 次のページ７、「戦後から 1980年代半ば」というのは、社会資本整備が地域

構造を変革させた時代だったと彼はつかまえているようで、工業立地の問題や

流通革命に追われていたということで、８ページから、全国総合開発計画の過

去５回の計画を括っております。これは今日ここでは説明しなくてもいいと思

いますが、キーワードを整理して並べているという形でございます。  

 そして「プラザ合意以降」、生産機能の海外移転、地域経済の公共投資依存

体質というのがあからさまになってきて、新しい問題意識が出てきていると彼

はつかんでいるようでございます。  

 地域格差の問題では、 12ページのところですが、過疎問題、三大都市圏への

人口集中、所得格差、公共投資、この４つがいままで課題だったということを

言っていまして、それの解析資料が 13ページから載っております。ここでは横

軸に人口をのせまして、縦軸は経済指標という形にしています。並べる順序は

北から南まで、北が左で、南が沖縄県という形で都道府県を並べています。一

目瞭然なのは、東京一極集中がこの間、顕著に起きてきたというのと、東京の

軸がだんだん右に寄っています。というのは、日本全体で東のウエートが高ま

ってきているという構造が見られると言っています。  

 真ん中の橙色の線より下のところ、この薄い黄色い空間は、東と西と両端に
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ありますが、西のほうが大きくなってきていることがわかります。大阪以西の

地盤沈下。それから、中京が元気で、いま関西が落ち込んできているのも、こ

こから読み取れるのではないかと言っています。  

 次に、転入超過数の推移、これは社会的移動をまとめたものです。三大都市

圏に地方から人が集まってくるのが 1973年まで。それはそれなりに三大都市圏

の規模に応じて人を集めて転入超過になっていたけれども、石油ショック以降

の動向は、三大都市圏への転入超過数イコール首都圏への転入超過数に構図が

変わったととらまえているようで、これは他の資料でも何度かお見せしたとこ

ろだと思います。  

 次は、地域間所得格差です。三大都市圏への転入超過とかなり近い傾向を示

していて、所得格差の指数がそうした形で波を打っているということを言って

おります。  

 次が、地域間所得格差と１人当たりのＧＤＰでございます。格差とＧＤＰの

関係というのは、１人当たりのＧＤＰは一貫してそれなりに伸びていて、都道

府県格差というのはその動きと違って波があって、この波に引きずられる形で

ブロック内格差も存在していると言っています。したがいまして、これは当然

といえば当然ですけれども、七大拠点都市化というのがこの裏にあることがわ

かっていれば当たり前の話です。  

 17ページは、農業の崩壊－－数値的には専業農家がこの 70年の間にほとんど

なくなって、農業全体が 1950年から下がってきているわけですけれども、中身

はほとんど兼業農家に変わってしまったということを言っております。  

 国内では一応そんなことが、長い歴史の中で、大きな国土計画の背景にある

問題意識のように彼はつかまえているようです。  

 次にアジア経済の問題との絡みです。日本、中国、インドネシア、マレーシ

ア、フィリピン、こういうアジアの生産年齢人口比率を見ますと、日本が先行

して生産年齢人口が高まって、それがさらにどんどん落ち込んでくるというの

を各国が追いかけてきているように見えるけれども、そのピークは、中国が

2010年頃、インドネシアやフィリピンはさらにそれから遅れて出てくる。日本
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は 1980年代にピークに到達している。こういう形でアジア全体がそんな動きの

中にあるということを言っています。  

 それから、水平分業の展開。 1990年当初までは日本から一方的に中国、アジ

アに対する電子部品を出していたものが相互交流になってきた。それは背景に

分業化があるからだ、こういうことを彼は言っているようです。  

 次に、東アジアの中での国際戦略をどうするかということで、全国一律から

地域ごとの戦略展開が必要であると言っております。そうした意味で地方分権

や国土制度の見直しが課題になって、二層の広域圏というのは、国土計画、広

域圏計画、こういうような形で国土を見直したほうがいいのではないかという

ことを言っています。  

 地域自立への道というのは、政府主導から多様な主体の参画ということで、

地方のあり方がそれぞれ違うことを意識しているということを明言しています。

そしてこれからは、アジアの中での地域の個性と魅力を求めていかなくてはな

らない。地方、中央が地域ごとに自立していくことは不可能な時代になってき

た、こういうことを言っています。  

 次に、国内の圏域構造の改変の問題です。道州制の意義につながってくると

いうことでこの問題を取り上げています。現在時点で審議会で議論が白熱して

いるのはここの領域のようです。それの一環として市町村合併もあったし、自

然共生地域というのもあったけれども、外国を見渡すと、人口 600万～ 1,000万

というのを地域の一つの単位として考えていくべきなのではないか。行動圏と

しては半日圏程度という形で、これは、比較的小さいヨーロッパの国に当たる

規模を想定してもらえばいいということです。  

 そうした中で地域と経済の活性化、文化の創造というところに向かっていか

なくてはならない。交通整備と統治地域の拡大との絡みがあって、それから規

制緩和を進めなくてはならないという意識であります。  

 それから、地域ブロックの意義です。いまの府県を乗り越えた広域地方計画

の圏域を考えなくてはいけないということでございます。それ以降、地方分権

と地域の経済的自立というのが前の話につながってくるわけですが、次の 27ペ
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ージで、 2000年と 2010年のアジア諸国の１人当たりのＧＤＰとヨーロッパ諸国

の１人当たりのＧＤＰを対比すると、そうは言ってもアジアはヨーロッパより

は広くて、距離も同じスケールではない。下の 3,000km、 5,000kmを見てもわ

かりますように、こちらは倍くらいになっていますから、かなり大きい。 2010

年になっても、ヨーロッパのようにほぼ似たような円が近周に存在しているの

とは構造が違う、ということを言っております。  

 それを同じようにＧＤＰで見れば、こんな形でヨーロッパはやや凝集型、

3,000km以内に入っているけれども、アジアは 5,000kmあるということです。

ＧＤＰの大きさも、ヨーロッパの中で対等にあるのが、 2010年をとっても、日

本と中国あるいは韓国、こういうところはそれなりに大きいですが、それ以外

はまだ小さいところがある。  

 日本の地域を外国と対比してみますと、関東地方がドイツと肩を並べている。

近畿、中部地方はカナダと肩を並べていて、東北や九州はオランダやオースト

リア並みである。北海道もベルギーよりちょっと小さいくらいである、こうい

う経済力であると言っています。これがどれだけの意味があるのか、議論はあ

ると思います。  

 地域ブロックの要件としては、ここに掲げている７ブロック、７つの条件を

彼は考えているようです。財政規模、資金調達力、国際機能集積、地域の魅力

の多様性、自立経済圏としての産業の多様性と市場規模、歴史・文化の一体性、

海外からの地域認知性、太平洋・日本海両方に展開が可能な地政学的な地位を

占めていること。この７つから考えたい、単に前のページのＧＤＰの量だけで

の比較ではなく、もっと立体的に考えたいということを彼は言っています。  

 地域ブロックの個性としては、大都市と中核都市・地域の位置づけというこ

とを前提にして考えていくと、例えば九州はアジアのゲートウェイ、あるいは

北海道はアジアの宝。アジアは南が多いこともありまして、北海道が持ってい

る自然の条件や何かに非常に魅力を感じていて、そのゆとりと雪、こういうこ

とに対する宝の意識が働いているから、北海道観光は関東や東北を通り抜けて

アジアと結びついている。こういうことを尊重していかなければならないので
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はないか、という説明をしています。  

 広域地方計画の独自性というのは、個性と魅力ということも含みますので、

差別化された計画を持つべきではないかということで、地域コンセプトの差別

化を考えていく。同質の課題に対する対応策の独自性、中山間地域と耕作放棄

地なども課題として取り上げなくてはならない。独自の地域戦略を持っていな

いといけないのではないかということを言っていて、ごもっともなんですけれ

ども、それが可能かどうかという議論としてはこれはいろいろあると思います。  

 広域生活圏というのは、道州制単位の大きな東北とか九州というものの下に

広域生活圏的なものを考えたい。それが人口 30万～ 50万人で１時間圏、それを

目安とした市町村合併や地域社会の形成を考えていくべきではないかというこ

とを言っています。  

 その生活圏の中身は、 34ページにありますが、個性と魅力ある街と生活環境、

激減する農村人口への対応、国土管理の問題というのはそのくらいの規模にな

らないとできないのではないか。それから、高次都市的サービスの確保という

ことで、都市の機能、都市の力をこういう方向でつかまえていかなくてはなら

ない。それから自治体の経営力というようなことを彼は意識しているようです。  

 次に個々にそれを証明するデータとして、販売農家人口の推移という形で、

圧倒的に高齢化が進んできている。 1970年と 2000年を対比すれば自明の理のよ

うに、 16～ 29歳の若者がほとんどいなくなってしまって、 65歳以上の絶対数が

少しずつ大きく伸びて、いま、パーセンテージとしては 3分の 2が 65歳以上、こ

ういう状況になっていると言っています。  

 自給農家に対する販売農家ですが、これの数が猛烈に減ってきている。これ

をどう考えるかということを言っています。  

 それから生活関連サービス。これを見ますと、このグラフではＡＢＣＤＥと

いうふうに人口増減率から階級分けいたしまして、それを見ると、１時間圏単

位と市町村単位では全く違う。したがって、いまの市町村ではもう意味がなく

なっているのではないか、こういうふうに考えているようでございます。  

 特にいまの市町村単位で言うと、人口の減少率が高いところはほとんどそれ
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に対する能力を持っていない状況にある。したがって生活圏としてつかまえて

いくべきだろうということをこれで言っています。  

 次のページは地図でございますが、白地が、人口 30万人以上の都市圏ないし

は１時間圏内に入らないところが、北海道、東北、中部山岳地帯、山陰、紀伊

半島から九州までというふうに広く残っていることを指摘しています。赤くつ

ぶしてあるところはほぼ 30万人以上の都市圏にアプローチできる都市圏である、

こういうことを言っています。したがってこの白地に残された国土をどうする

のかというのは、これからの課題の一つだと言っています。  

 次は 39ページ、自然共生地域です。それを人口や国土面積で見ると、国土面

積の 60％近くが人口 30万人の１時間圏の外側にある。そして 30万人以下の圏域

を見ますと、過疎問題、条件不利地域の活性化の可能性の問題、この２つの問

題があって、 41ページにありますように、存続困難集落というものが 2,000あ

る。過疎の全集落約４万 8,000のうち 2,000が存続不可能と見ている、こういう

ことです。したがって生活圏的な形では、それが無資格になっていく国土がか

なりの面積になるということで、小規模集落ほどこの率が高い、こういうこと

です。  

 生活圏域の広域化ということでは、他地域に従事している人との関係で労働

力の流出入を調べたのがこのグラフです。市部に対して町村部が、他地域に従

事している比率が高くなる、こういうことをこのグラフから読み取ってほしい

と言っています。そういう意味では町村が、現在の生活なり経済の中ではだん

だん意味がなくなってきているということを言いたかったのでしょう。  

 次に 43ページになります。支援等に向けた類型化と活性化地域事例です。人

口は少なくとも都市機能が集積している地域がその中には幾つかある。人口は

少なくとも農業等生産性の高い地域は北海道を中心にしてまだある。それから

人口と無関係に活力のある地域。例えばニセコは、外からの観光客がカネを落

すという経済が成り立っている地域。したがって人口そのものは小さいけれど

も、活力はそれなりに持っているところ等々があって、最後は、高齢化率が高

く集落維持が困難な最も深刻な地域。こういうように類型化をすると５つぐら
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いに分かれる、こういうことを言っています。  

 そういうことからこれからの国土形成計画の意義は、国際的な経済環境変化

への対応が必要である。財政制約があって人口減少社会になるので、それに対

する対応力を持たなければならない。安全で快適な環境の実現を国民が求めて

いる。社会資本の老朽化への対応等が大きな課題ではないかということで、そ

れの方策論として地域ごとの戦略展開をしていくべきである、こういうことを

言っています。  

 それを読み込んで新しい国土計画としては、国土形成計画として全国計画と

広域地方計画、二重の形でこれをカバーしていくということで、国土交通省が

国民に発表した資料をつけて、全国計画と広域地方計画というのはこういうも

のですということを言っています。  

 それから、「開発」基調の量的拡大から成熟社会型の計画へ、こういう二重

の縦軸、横軸の中で新しい形成計画は考えている。それの課題は何かというと、

地方ブロック圏域をどう考えていったらいいのかということと、社会資本重点

計画との整合性ということ。それから、広域地方計画の時間制約、広域地方計

画の内容、計画への各主体の参画と指針性の確保が要るということです。  

 50ページからは、今後、アジアとの結びつきを日本はどう考えるべきなのか

ということで、こんな図面を示しています。  

 51ページの図面は、ヨーロッパとアジアを比べたとき、日帰り可能路線がど

れだけあるかというと、ヨーロッパはほとんどの主要都市が日帰り可能だけれ

ども、アジアはまだほとんどない、東京とソウルの間くらい。その辺が非常に

粗いので、これからそれがどういうふうに備わってくるか、ということを言っ

ています。  

 そういう意味ではコミュータというものを考えなくてはいけないだろうし、

港湾も見直さなくてはならないのではないか。特にフィーダーネットワークと

いうものをどう組み合わせていくか。いま、釜山が日本側と中国側両方にとっ

てハブ港的な存在になってきているということで、次の 55ページの振り子型航

路というのは、１週間単位で、釜山から出て日本沿岸を回るのと、中国沿岸を
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回る航路が釜山に集まってきて、釜山港を非常に大きくしているというような

ことを言っています。  

 以上が彼の問題意識ですが、若干好き勝手なことを言うと、森地さんの話は

たぶん、いまの国土審議会の中での議論の大要を紹介しているのだと思います。

しかしながら、経済、それから日本の産業構造はどうなるのかということの絡

み、その中で国土計画はどういう役割を果たしていくべきかという視点が、も

しこれだけの範囲内での議論だと仮定しますと、ちょっと足りなさ過ぎるので

はないか。国民の目から見て 20年後、 30年後の日本の産業構造がどうなるかと

いうのは全然読み取れない。読み取れないから、国土形成計画自体がよくわか

らないという形につながっていくのではないかと思います。  

 これはかねてから私がちょっと漏らしていましたように、いまの国土審議会

のメンバーの中には本当の意味の経済屋がいない。しかももう一つの要因は、

経済計画が消えてしまった。機体全体で考えれば、両翼にあったエンジンのう

ちの１つを失った形になっている。そういう構造の弱点が出ていると思います。  

 ２番目は、いまの政府の議論の進め方、政策変更のやり方が、地方分権、そ

の他、諸改革、小さな政府論を一方でやっていて、国土計画は、いままでのよ

うな国土総合開発計画の体系というものを捨てて、こういう新しい形にしてい

くというのが同時並行的に動きました。その結果、国土形成計画としては全国

計画と広域地方計画、こういうことをやっているのですが、分権化、地方制度

が固定していないこともありまして、ここで書いてありますように、広域計画

論にのるのはいいですが、その「主体」がまだ確定していない。主体がないと

ころに計画というのがどういうふうに機能するのかという問題がやはりあって、

そこは見えなくしている一つの原因ではないかと私は思っています。  

 地図の上だけで大地域、小地域、中地域といって計画を立ててもあまり意味

がないわけで、政策は主体者がいてこそ責任も明確になり、執行体制も考えら

れていくわけなので、新聞報道でご覧のように、国土審議会で 10の地域にする

のか 13の地域にするのかという議論をしていても、これは遊びの議論にしかす

ぎないのではないかと僕は思っているんです。地方制度調査会が道州制につい
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てあそこまで半歩踏み出してきたわけですから、それによる主体を明確にして

いくことが、今度の国土形成計画が全国計画と広域計画からなるというのであ

れば、それが国民の目によくわかる形になるのではないかというので、極端な

ことを言えば、主体者なき計画論の議論に陥っていないかということが、第２

の問題点として気になるところです。  

 第 3フレームというか、政府の計画というか、下村理論を引き合いに出すま

でもなく目標年次と到達点を理論的に明示しなければなりません。人口もフレ

ームとして使えないとすると、国民に判るフレームを作り示すのが先決ではな

いか。  

 そうは言っても、現在、いままでの国土総合開発法の体系の中で計画をつく

ってきた形の中では、率直に言いまして、府県知事、府県選出の国会議員、も

っと言えばローカル問題しかこなせない国会議員の集団というのは、権力的に

は非常に大きい存在なんです。それとの調整はどうなるのかということ。まだ

生きているわけですから。そういうのが現実的な問題としては気になるという

ことです。  

 大きく分けると主体論と経済産業論が欠けているために、「社会資本問題と

いうのは、国土計画は、形成計画になろうが開発計画になろうが重要な役割を

果たす」「資本主義経済体制で行くのだ」という前提に立てば、政府が誘導で

きる最大の強力な武器は、社会資本整備を行って誘導していくという力です。

だけど、その社会資本整備が、どういう社会資本を、どの程度、どういうふう

にすべきかというのは、議論をするだけ焦点が絞られていないというふうに私

には見えるわけです。その辺が非常に混乱したり、国民の目から見たときに見

えなくなっている大もとなのではないか。  

 そうすると単純明快な話としては、かつてのような開発、計画策定で政策を

次々と自転車操業していく、あるいはフォローアップしていくことは投げた、

というのだけははっきりしているということになるのですが、本当の意味で国

土をどう管理していくか。あるいは、どういうような戦略、議論をここでする

のかということがどうも欠けていて、国土総合開発法の体系から形成計画法に
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変わってきたけれども、基本問題に手が届いていないし、国民との距離が大き

くなっているという感じがいたします。  

 例えばマクロな地政学的な見方をしたときに、中国という、かつて 5000年の

歴史の中で太平洋に出てきたことのない大陸国家がいまは太平洋にドッと流れ

込んできているわけです。日本列島から見ると、中国というのは東シナ海を越

えた向こうの大陸国家だったわけですけれども、中国という大陸国家が、西か

らも東からも北からも日本列島を包む形になってきています。こういうふうに

なったときに国防、外交、産業配置－－例えば津軽海峡周辺というのは、改め

て大きな意味合いを持つようになるのではないか。  

 あるいは、対馬海峡から鹿児島までの九州を取り巻く海域、地域というのは

非常に大きな意味合いを持ってきて、戦後 50年の歴史では、関東が日本の主要

市場である北米に対する玄関口でしたが、そういう位置づけが関東についても

変わってくる。そういう国土戦略論的なことをあまり議論していないような感

じを、私としては持っているわけです。  

 だから、国土総合開発法の体系から形成計画法へと変わってきたのは、善意

に解釈すれば、戦後の食糧難の緊急事態の法体系から平和の成熟時代の法体系

に変わったわけですし、国から地方重視に変わったわけですが、それに合わせ

た国土計画としての本質的議論がされてしかるべきなんだけれども、どうも、

全国を 10に分けるか 11に分けるかなんてことだけに精力を費やし過ぎていない

か、ということを心配しております。  

 以上、私のコメントは３つに抑えておきますけれども、議論の種としてご提

供しておきます。  

 

Ｄ氏 いま言われたことは全く同感で、分権化という問題が一体どう根づく

のか。あるいは、生活財産を背負っていくべき主体はどうやってつくられて、

10にしろ 13にしろ、そういう主体が出てくるのかどうか。それからもう一つ、

分権化してやるべき問題と、最後に言われたように国がやらなくてはいけない

問題。とにかく国がやらなくてはいけない問題というのは何か、そこだけでも
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はっきり出さないといけないと思います。  

 

今野 そうです。出さなければいけないと思いますね。  

 

Ｄ氏 それを官僚がやるといってすぐ非難を受ける形になるけれども、国が

やるべき問題というのをはっきりさせておかないと、例えばエネルギー問題に

しろ、水の問題にしろ、防衛問題にしろ、そこら辺の枠組みはできないですね。

沖縄のあの状況を見ていてもそうですし、岩国だってそうだし、すべて日本は

それに配慮してやり得るのかどうか。そういうことも考えないと、いままでは、

まさにここにあるような格差問題とか、国内の人口－－さっきの欧州と日本を

取り巻くアジアとのあの尺度で見ても、日本は欧州の尺度よりもっと小さい尺

度で考えるべき問題ですね。あの尺度で考えたらいつまでたっても地理的な分

散度というのは埋まらないですよ。  

 

今野 もともとの地形が違いますからね。地図のスケールが。  

 

Ａ氏 46ページがその辺の模式図だと思いますけれども、全国計画が「国に

よる明確な国土及び国民生活の姿の提示」と書いてあります。したがってこの

中に「国の責任の明確化」ということで、国のほうは全体の国土と国の政策が

どういう方向になるのかということを提示する。その中で国は何をやるかとい

うのを明確にするわけですね。今度、広域地方計画が「ブロック単位の地方ご

とに～適切な役割分担の下、相互に連携」とありますが、この辺が実際にどう

いう形になるのかというのがまだ見えないですね。  

 

Ｄ氏 地方計画の積み上げの上で全国計画をつくろうという話になっている

のでしょう？  

 

今野 いえ、全国計画を先につくって、全国計画を閣議決定した後１年間の
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策定期間を与えるということになっています。  

 

Ｄ氏 それまでに広域ができるんですか。  

 

今野 そこが問題で、地方はそれを心配しているのですけれども、地方は、

全国計画がどういう形のものになってくるのか見通しがつかないものだから、

動きようがない形の中で腰を浮かしていると言ったらいいと思います。そうい

う状況にあることに戸惑っているわけですね。  

 

Ａ氏 全国計画というのがまず最初につくられますけれども、全国計画がつ

くられる段階で地方の意見を聞くということになっているわけですね。  

 

今野 そうです。  

 

Ｄ氏 ここに「地方の意見を聴く仕組みなし」と書いてある。  

 

Ａ氏 地方というのは広域ではなくて、自治体レベル……。  

 

今野 それは、いままでの全国総合開発計画は、全国計画を国主導でつくっ

て地方の意見を聞く体制になかったと。  

 

Ｄ氏 だからこれからやろうというのだけど、これがはっきりしていないか

ら、いま、実態は変わらないわけでしょう。  

 

今野 ええ。  

 

Ａ氏 最初に全国計画をつくるときに地方から意見を聞きます、と。そこの

ところがどうも広域レベルではなくて、府県レベル。  
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今野 私がさっき言った計画主体論との絡みで、いま、主体に多少なりとも

なり得る資格があるのは知事しかいない。選挙で選ばれた責任があるから。  

 

Ａ氏 そこがどういう形になるのかというのが地方では見えなくて、府県に

対して市町村がまた、こういうことを言ってくれという形で注文をつけるわけ

ですが、それを府県がまとめられるのか。それで、府県が言ったときにどうい

うことが出てくるかというと、恐らく社会資本整備一色なのではないか。要す

るにこの道路をつくってくれ、この港湾を整備してくれと、それ一色になる可

能性がありますね。それを踏まえて全国計画をつくることが果たして可能かと

いうのが一つ大きな問題ですね。  

 特に今回、国土交通省になっていますから、例えば、この段階で何とか道路

というのを入れないと、自分のほうでギブアップしたというふうに見なされて

しまいますから、道路、港湾というとそこの社会資本整備を中心に出してくる。

自分たちの地域はどういう方向かというよりは、結果的にはそういう形でいく

と、かなり社会資本整備計画になってしまうのではないかというのが一つの危

惧なのですが、どう考えられますか。  

 

今野 社会資本整備はともかくとして、国土審議会では、私が聞いている範

囲では、広域地方計画を 10にするか 13にするかというようなことで揺れ動いて

いるわけです。したがって、現在まで議論したところはこういうところですと

いって、一つに絞らない形で提起しているわけです。その同じような形を地方

制度調査会でもやって、道州制にわたるには 10ないし 13ということをやってい

ます。  

 それに対して一番具体的な形としては、全国を 10ないし 13に分けるもの、ど

こが基本的に違うかというと、中国・四国地方が典型例ですが、中国・四国で

１つにするのか、それとも中国と四国にするのか、あるわけです。そのときに

岡山県とかは徹底的に中国・四国論なのです。つくり上げてきた交通体系から

言って、中国・四国を１つにすれば岡山は広島と戦えると思っているわけです。
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ところが中国地方だけだったら、広島に徹底的に機能が集積していく。したが

って広島県知事は、「四国は四国で独立したらどうか」、こう言っているわけで

す。  

 そういうところにも実は、中国がいいのか、四国がいいのか、その程度の規

模がいいのかという議論がそっちのけになっていて、将来の地方の責任をとる

主体者が不在なのに、現在権力を維持している計画主体者になり得る資格があ

る知事のレベルの議論に、知らない間にずり落とされているんです。だから、

社会資本がどうなってくるかというのは非常に心配なのですが、それ以前の話

で既にそういうことになっているということです。  

 もっと極端なことを言うと、東北は北東北、南東北の２つに割るか、１つか

という議論もあるのです。それは経済や生活圏からすると、極端なことを言う

と、圧倒的に仙台支配になってしまっているんです。東北が抱えている問題と

しては何があるのかというと、いまの国総法に基づく政府の地域図面では新潟

が東北に入っています。  

 これはご承知のように、全国の地方分けをしたときは松永安左ヱ門さんの裁

定ですから、９電力再編がベースにあるわけです。それで新潟が東北に入った

わけです。それと同じことは北陸や三重にも影を落していて、新潟だけの話で

はないんだけど、国土審議会の中では、いつまでも水力発電の時代ではないか

ら、新潟はいずれにしても東北から切り離して、関東に入るか北陸に入るかは

別として切り離そうではないか、こうなっています。  

 新潟が別になることを前提にすると、６県はほとんど、経済的にも、体制的

にも、行政的にも、生活的にも、仙台に押さえられてしまっている。そうする

と北東北は頭の見せどころはないわけです。北東北の知事が少しは全国的に名

前が知れるためには、まず南東北から独立しなければいけない、こういう話に

なって北東北３県の広域行政論などが出てきている－－というのはあまりにも

うがった見方かもしれませんけれども、そういうメカニズムで動いてしまうん

です。で、そういう雑音が全く聞こえないのが津軽海峡で仕切られているから

北海道だというので、北海道を道州制の模範にすると総理までが言ってしまう
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わけです。  

 

Ｃ氏 国の出先をどうするかというのが議論が抜けてしまっているんじゃな

いですか。  

 

今野 ええ。国の出先をどうするのかというのは、極端なことを言うと、道

州制なり何なりでやっていって、行政の組織論的なことを言えば、府県をつぶ

すのか、国の出先をつぶすのか、二者択一なんです。ただし府県単位ではなく

て、府県はつぶすとすれば広域化だよという形なのです。本来二者択一のとこ

ろが、ダブリを消すわけですから、小さな政府には寄与してくると私は思いま

すけれども、そのためにはまず、中央と地方の分権化を明確にしなくてはダメ

なんですね。そういう見方をすると、地方制度調査会の議論をもっと徹底的に

やって、国土審議会はそれを受けて内容の検討をするとか、整理が必要です。  

 

Ｃ氏 そうすれば、どこに権力が行くか、権力の分散の形が見えてくるわけ

でしょう。  

 

今野 そうです。私は、国土審議会の審議はそれを受ける形にしたほうがい

いのではないかと思います。  

 

Ａ氏 この計画のスキームですけれども、もう一つのプロセスとしては、と

りあえず地方ごとにブロックをどうするかは別として自分たちで考えてくれ、

それを踏まえて、じゃ日本全土がどうなるかというふうに考えるのが一つのプ

ロセスだったと思うんです。今回、とりあえず事前に意見を聞きますけれども、

全国計画をつくって、それを踏まえて地方と計画を作るようになったのは、ど

ういう考えですか。  

 

今野 そこは、私たち５人でじっくり議論すべきテーマですね。率直に言っ
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て私は、そういう議論よりは、 38万平方キロにどういう行政組織を定着させて、

行政権限という強大な権限をきれいに分けるかということから出発しないと意

味がないのではないかという論です。そうすると、いま選んでいる道の進み方

はちょっと間違っているのではないかと言いたくなるわけです。日本列島を統

治する行政システムを二重にするのか三重にするのか。その時行政サービスの

役割分担と責任をどうするのか。領域でわけるのか、企画と執行という上下で

分けるのか、その結着によっては府県と国の地方執行支分局はどちらかが全く

不要ということさえあります。それなしに地方の意向尊重で広域地域計画とい

っても大丈夫かつ適切なんでしょうか。  

 

Ａ氏 事前に都道府県レベルで意見を聞きますと。そこで交通関係は社会資

本整備で出しておいて、国で何かデザインを出して、これを踏まえてもう一回

地方で計画しろといっても、地方のほうは「いや、もう終ったよ」という感じ

になりませんか。  

 

今野 個人的には行政が国民に対して権限をしっかり持たなくてはならない

のは、外交はどっちだ、防衛はどっちだ、産業はどっちだ、教育はどっちだ、

こういうことで整理をしていって、国が立てるべき全国計画というのは、国が

持っている権限から見た空間計画論が全国計画で、地方に持たせる権限から見

た空間計画論が地方計画と、こういうふうに分けるのが筋ではないかと思って

います。  

 

Ａ氏 先生がさっきおっしゃったように、まず、国が何をやるか、地方が何

をやるかということを議論すべきだという点ですが、外国はそこは長い歴史の

中でわりと明確ですよね。  

 

今野 そうです、明確です。  
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Ａ氏 イギリスとフランスは違いますよね。日本の場合、何かそこに手をつ

けたがっていないのではないですか。  

 

今野 そうですね。  

 

Ａ氏 いま、国がほとんどいろいろなことを全部取り込んでいて、じゃ最後

に残すかということについて本当はやらなければいけない。そこをやらないと

本当は国土形成計画はできないわけですね。ただ、そこについてはちょっと手

がついてない。  

 

今野 ついていないです。本当の意味の国と地方の権限分担論に手がついて

ないんですよね。この間、神戸空港が開港したときに、全国紙がみんな、神戸

空港の問題は過剰投資だという言い方で、社説から解説まで例外なく取り上げ

ましたね。  

 だけど、あそこで幾つか不思議な問題点があるんです。それは何かというと、

それに対してやり玉に挙げている政策は国土交通省航空行政なんです。あれは

よくよく考えてみると不思議な話で、神戸空港は設置責任者は神戸市長ですし、

管理責任も神戸市長です。それなのに神戸市長は全く表に出ないで、「国の行

政はけしからん」、こういうことですよ。だけど新聞５社が不思議だというの

は、あの大手の５社、６社がみんな、日本の行政は中央行政しかないという前

提のもとになっている論調なのではないか。そうだとしたら、地方分権という

のは道が遠い話ですねえ。  

 

Ａ氏 神戸市に関する論評というのは、市の事業の中の土地が売れるかと、

そこだけでしたね。  

 

今野 そこだけです。だから不思議だなあと思って、全部切り抜いて、読ま

なかったのは図書館に行ってまでコピーしてスクラップしてみたけれども、１
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社くらい違うことを言うところがあってもいいのになと思いましたけどね。  

 

Ｄ氏 無駄な投資が終って、無駄な投資だと言っているのでしょう。投資す

る前には言ってない。  

 

今野 アメリカでは、市が独自に開発していたら、空港がいくら近くにあっ

ても連邦政府なんか何の責任も持ちませんよね。連邦政府が持つのは空域管制。

この管制権は連邦政府が持っているから、そこからは言いますよ。だから不思

議だなあと思ったのは、神戸空港は関西空港から 26キロなんです。ところが、

サンフランシスコへ行くと、サンフランシスコ・インターナショナルと対岸の

オークランドの距離は 19キロです。なお不思議だと思ったのは、サンフランシ

スコのインターナショナルに行くと、オークランドに降りる機材が全部見える

くらい近いのです。何型かまでわかるくらいすぐ近く。それにもかかわらず、

今度成田へ行ってみてびっくりしたけど、両方に成田から定期便が飛んでいま

す。  

 ただし、特徴的だと思ったのは、オークランドはフレータ、パッセンジャー

は全部サンフランシスコ。というのは、サンフランシスコにフレータが降りた

のでは、向こうはコンテナ列車に乗せて内陸へ持っていきますね。そうすると

サンノゼをグルッと回るわけです。オークランドに行けばすぐ長大編成の列車

に乗せられますからね。  

 だから、持っている場所とか利点とかそういうものをフルに生かした形であ

れば、いくら近くてもそんなことは関係ないのです。それが、日本ではそうい

うのが論評にならないで、 26キロのところになぜこんな膨大な投資をしたのか、

ということばかり書いてあるわけです。  

 ついでに言うと、同じ湾内のサンノゼにも成田から定期便が飛んでいます。

面積はサンフランシスコ湾は東京湾と同じ面積です。そこに向こうはインター

ナショナルが３つあって、全部に成田から直行便で飛んでいるんです。それは

オークランド市が頑張っているから、サンノゼ市が頑張っているから、だけの
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話ですね。ところが日本では国際線は成田だけ。真の競争が展開されていませ

ん。  

 

Ａ氏 先ほど先生がおっしゃった計画主体という問題ですが、ここに「多様

な主体の参画」とありますが、前は地方はあまり参画していなくて、上からの

計画でしたが、今度はいろいろな意味で事前や事後に参画していきますと書い

てありますね。だから、多様な主体の参画という形でむしろここが広がったの

だというのが今回ですね。  

 

今野 そうです。それで国民の声を吸収する、こう言っているんですけどね。  

 

Ｃ氏 全総も時代が古いとか、そういう議論のリーダーになってきたのは誰

かということがまずあって、要するに格差内外均等の発展を理念としてきた全

総が、もう時代遅れだという議論をずっと引っ張ってきて全総廃止に持ってい

った集団と、それから、昨今の地方財政が行き詰まる中で、それぞれ特色を持

って都市間競争なり地域間競争に生き残りなさいという、市場メカニズムを地

方自治の中に入れるべきだという考え方を積極的に訴えてきた主体というのは

同じなわけじゃないですか。要するに、少なくとも経済界が主導になって、均

衡ある発展というのはもう終わりだよという議論もずっと引っ張ってきたし、

それから、いまの三層制についても無理がある、道州制だ、というふうに強く

訴えてきているのも財界で、別に霞が関がリーダーになって言ってきたことも

ないだろうし、あるいは、地方がリーダーになって言ってきたこともないと思

うのです。  

 財界なり経済界が先頭に立って旗振ってこの２つの議論を引っ張ってきて、

結果的にいまの状況になっているところが、どこが主体になるのかということ

の権力の再配分の仕方とか、どういうふうに地域分けしていくのかという議論

が浮いてしまっている一番原因になりそうに思うのですが、いかがですか。  
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今野 非常に鋭いご指摘だと思います。私もそう思いますけれども、それの

原因は、四全総、五全総、特に五全総がもう策定できなくなってしまった。あ

れはいま見ても政策としての効能は全くないですね。そういう点では全国計画

ではなく、小さなところにまで足を踏み込んだのではないかとまで言われてい

るけれども、三全総まではそれなりに国が主導権を握っていたと思います。と

ころが、四全総になってかなりつまずいて、具体的な施策論が出てこなくなっ

てしまって、五全総はお経にもならなかったということです。したがって相対

的に経済界の声が大きくなった、あるいは地方の声が大きくなったというのは

あると思います。私はそう見ているわけです。  

 私たちが新全総の総点検とか、三全総とかをやっているときには、もちろん

経団連とのコミュニケーションを持っていましたよ。だけど、こちらが案をつ

くらないと説明に行かなかったです。そういう意味では先に向こうから声が出

てきているというのは、原案作成者の機能と役割が相対的に落ちたということ

だと思うんです。  

 なぜ落ちたのかというのは、国土総合開発法に基づく法律をいっぱい持った

一つの体系が、いまになって考えてみれば明瞭だけど、戦後の食糧難をどう克

服するかという緊急政策なんですよ。それがみんな豊かになってグルメになっ

て、捨てられるゴミの量だけで、中国の貧しい 5,000万人を救えるだけのエネ

ルギーを毎日捨てているなんていう事態になってしまったから、そこは説得力

がなくなったところだと思います。  

 私の場合は、幸いなことにまだ国民の指示があった時代に仕事をしましたか

らですが、夢みたいで、三全総の原案をつくって新聞記者に事前説明をしたわ

けです。あした閣議決定だから、明日の朝解禁（夕刊記事）でいいと、前の日

に全部説明したわけです。そのときは説明に午前 10時から夜の７時半までかか

ったんですよ。新聞記者は 70何人集まりました。ところが、いまはこんなのは

記事にならない。  

 

Ａ氏  国土形成計画で一つの重要なキーワードがかなり後退した。それは
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「開発」という言葉ですよね。確かに開発という言葉が非常に悪いイメージに

とられてしまっているわけですけれども、英語に直すとディベロップ、みずか

らをアウフヘーベンしていくということですから、すごくいい言葉なんですけ

れども、開発という言葉がことごとく消されてしまったわけです。  

 

今野 消されてしまったどころか、神経質になり過ぎて、今日を限りに国土

交通省港湾局開発課もなくなるのです。理由は何かといったら、開発という言

葉なわけです。ちょっと神経質過ぎるのではないかという感じですよね。  

 

Ａ氏 どうも事前のところで、財務省が全部「開発」という言葉を「整備」

に変えてしまった。  

 

Ｄ氏 格差問題がうるさく言われ始めると、市場化という言葉も使うなとい

う話になってくる（笑）。論理的な考え方が成り立たなくなってしまう。  

 

今野 そこで学問的な議論としては、発足の歴史から言って国土総合開発法

が策定されたのは昭和 25年でしょう。まず占領下で策定されて、基本法ができ

て体系になっているわけですね。昭和 25年というと私は高校２年のときですが、

本当に飯が食えない時代ですよね。それを前提にしてつくった政策を、平成十

何年まで引きずったこと自体が政策としては非常にまずかったのではないか。

したがって管理・運営という概念がなくて、開発しかなかった。つまり、国土

総合開発法の体系に基づく法律だけを全部並べて、それを担当課長、総括補佐

としては与えられた権限内で動かしますね。そうすると開発しかないんですね。

開発がつまずいたのを、さらに開発で補っていくという悪循環をつくったと思

います。  

 

Ａ氏 開発という言葉には随分いろいろな意味が含まれていたでしょう。  
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今野 それはそうだけど、それは、田中内閣以降大きく概念が変わったわけ

です。土木開発オンリーになってしまったんですね。本来は文化開発が言語ら

しいですね。  

 

Ａ氏 まさにディベロップです。カルティバブルなんですね。だから、国土

開発計画はとんでもない、できれば国土整備計画、もっとできれば国土管理計

画にしたい、というのが財務省の意見だったと思います。で、間をとって形成

計画となっているわけです。  

 

今野 反省としては、これだけ高度成長して既に昭和 40年代には世界の一流

国家並みの生活水準に手が届いたわけだから、あの頃に政策体系そのものを抜

本的に組み直すべきだったのでしょうね－－と思います。それで、国土管理と

か、国土情報とか、国家戦略とか、そういうものを受け入れるべきだったと思

います。  

 

Ｄ氏 国土経営計画ですね。  

 

今野 そうですね。自然との関係も意識すれば利用ということにもなります。  

 

Ａ氏 開発からむしろ経営とかね。  

 

Ｃ氏 29ページで、関東地方が世界第４位のＧＤＰと。どの程度意味がある

のかと先生はおっしゃっていたけれども、こういう規模の１道だか州というの

は成立し得るのですか。  

 

今野 いえ、だから道州制の議論は、地方制度調査会などでは関東も大もめ

にもめている一つです。金融、財政、税、通貨等を無視して生産規模等だけで

地域経済を外国の国民経済と対比しても意味はないともいえるのではないか。  
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Ｃ氏 ＧＤＰはカリフォルニアがカナダと同じぐらいなんです。あそこはい

つも３分割論となって、北カリフォルニア、南カリフォルニア、中部カリフォ

ルニア。特に中部と北のほうのカリフォルニアは、南カリフォルニアとは一緒

にやりたくないと言っていて、いつも分割論があるんですけれども、なかなか

分割が難しいのは、セネタ（上院）が州に２人と決まっているんです。下院は

人口割になっていて、カリフォルニアは 50票だか 55票ぐらい持っているんです

けれども、上院は各州２人と決まっているんです。ですから、カリフォルニア

が３つに割れると６票来てしまう。それでほかの州が同意してくれないので割

れないんですけれども、要するにでか過ぎるんです。だから、ドイツと肩を並

べるようなところが１つの州で成立するはずがない。  

 

今野 それでリージョナル・エコノミーかといってもね。リージョナル・エ

コノミーのほうがナショナル・エコノミーをはるかに上回るという。  

 

Ｄ氏 日本より 10倍あるでしょう。  

 

Ｃ氏 広さはものすごく広いですね。  

 

今野 陸地面積は日本全土より広いですからね。  

 

Ｄ氏 空港の数もね。だから、さっきの 30万、 50万というのも考え方は随分

難しいなと思うんですね。  

 

今野 そうですよ。これも厳しい批判をすると、選抜高校野球の選出基準の

レベルでしか見ていないのです（笑）。本当なんですよ。  

 

Ｄ氏 もしそういう言い方をするなら、いまの国会の代議士の数でも何でも、

これをどういう形で考えるのかというのも一緒にやったほうがいい。反対が起
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きるかもしれないけれども、そこを厳しくやったほうがいいと思いますね。  

 

Ａ氏 これからいろいろなキーワードが出てくるでしょうけれども、いまの

ところの最大のキーワードは「二層の広域圏」ですね。二層の国土圏というの

をキーワードでやった途端に、もう一つ、今回の国土形成計画法で消えたのが

「軸」ですね。例の五全総のときの国土軸、あれが消えてしまった。太平洋軸

とか何とかというあの軸が消えてしまって、今度は広域という形で、しかも二

層でやりますと。なんか魚を三枚下ろししますよということになっているわけ

ですね。この二層の国土圏というのが、確かに社会資本を整備したときにある

面でＡＢＣ論になってしまうんですね。ただ、ＡＢＣ論のときのＡの軸がなく

なって、ＢとＣになっている。  

 

今野 今回のこの計画で今後たぶん動くでしょう。私がごちゃごちゃ言って

も追いつかない話だし、皆さん集まって議論している。だけど、どちらかとい

うと行政権限に結びつく形で軸が動くということは、担当省としては考えてい

ませんでしたね。それは何かといったら、日本国土の自然的な条件とか、経済

発展というような政治権力から離れた形で、日本の国土はこうあるのが自然な

一つの姿ではないかという議論ですから、ある意味でアカデミック議論だから、

この全国計画の中でそういうのをやってもらえばいいので、必ずしも今回、こ

の広域地方計画が出てくるからといって軸が消えるとは私は見ていませんけど

ね。  

 

Ａ氏 軸もあり得るということですね。  

 

今野 はい。「軸」論はもっと真面目な議論として歴史を踏まえてあって当然

なので、そうなると、地方計画ではなくて全国計画の中でやるべきではないか

と思います。  
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Ａ氏 今野先生のそのスケールだと、全国計画というのも少し期待できるか

なと思いますね。要するに広域地方計画みたいなやつは、そのレベルでものを

考えて、しかも二層。二層というのは何がいいかというと、社会資本整備に一

番リンクしやすいわけですね。ただ、それだけ束ねたのでは面白くも何ともな

いので、じゃ日本全体をどうするかという話で、いまおっしゃったように、地

方という形、別の切り口で軸とか何か新しい形が出てきて、日本全体がどうな

るかという話をつくってくれればいいですね。  

 

今野 やはり議論としては、計画主体の話と地方と中央の役割分担の話、こ

れをある程度詰めないと本当の意味の議論にならないと思います。町村道まで

国の計画の中に位置づける、そのほかに地方からの意見を聞くとなると、間違

いの上塗りになると思うんです。  

 

Ａ氏 今回のこの国土形成計画について、経済界と地方はかなりクールです

よ。  

 

今野 そりゃそうでしょう。  

 

Ａ氏 まず、先ほどおっしゃったように経済屋がそもそも入っていませんか

ら、経済計画とリンクもしていない。それが日本の経済にどう関係するかとい

うことについてはかなりクールです。それから地方も、いま、これだけいろい

ろ交付金とか何かで圧迫されていて、またそこで明るさが灯るかというとそう

ではないから、両方とも極めてクールです。  

 

今野 そりゃそうです。こんなのどういうふうに書かれても痛くもかゆくも

ないや、と思っている一面があります。  

 

Ａ氏 今野先生などがやられた、どういうことをつくるだろうとみんなが注
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目していた計画とはだいぶ違っていて……。  

 

今野 本音はそう思っていますから、地方も経済界も。僕にはそう見えるわ

けです。だから国土計画としては、資本主義経済体制の中での政策というのは

国土政策を離れて、基本的には自由競争がもたらす市場経済を補完していく立

場だと思います、政策というのは。それを前提にして考えると、やはり国土の

見方は、こういう見方ではなくて、自由競争が展開できる市場経済の円熟度が

進んだ国土はどこからどこまでで、その基礎条件が具備されていない地域はど

こからどこまでと、そこから出発すべきではないかと思います。その結果、過

疎地があったり、行き過ぎているところを直す地域があったりというのはいい

と思うんです。それが日本全体の日本経済の円滑な発展のために補完的に寄与

していくということで、政策の意味合いがあると思います。そこはさっきから

言っているように、戦後のドタバタの食糧難をどうくぐり抜けていくかという、

緊急事態的な対応からまだ抜けきれていないところだと思います。  

 

Ａ氏 アメリカという国はあまり計画をつくらないですね。 1900年前後にジ

ェネラルプランというのをつくったけれども、動いている都市に一定の枠をは

めることは難しいということになった。あの時期、計画という面では都市計画

がかなり攻撃されて、実際のプロジェクトベースとかそういうふうになってし

まったわけです。いま、日本も方向としてはそっちの方向に行ってしまってい

るので、そこの中で全国計画というのはどういう意味があるか、ですね。  

 

Ｄ氏 ただ、アメリカは州が、いろいろな分野でかなり行政的に独立した仕

組みがあるでしょう。地方はそれがない。そこが大幅に違う。  

 

今野 率直なことを言うと、明治以来今日まで、戦後の大改革を経て共通し

ているのは、霞が関というか国というのは、行政、政策のうちの企画をやって

いたわけです。現場の事務処理は地方がやっていたわけです。これがいままで
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の日本の国・地方の分権化なんですよ。  

 

Ｄ氏 現状でもそうです。  

 

今野 逆に言うと、霞が関がはるかに及ばない能力を市町村は持っています。

それは現場の実務処理能力です。例えば洪水などが起きるでしょう。土木施設

で言うと橋が流されますね。全部流されたときに、次にかけかえるときに補助

金が何割ついて、どのくらいカネが市町村の仕事として下りてくるかというの

を瞬時に判断するのは、市町村の土木係の係員です。したがって雨が降ってき

て水位が上がってきたというと、直ちに当時の建設省、いまの国土交通省が大

蔵省にも国会にも持っていけるようなカラー写真を撮りに行きます。それが一

級河川なんかの場合は、半壊だと直すのは市町村でカネがかかる。全壊だとか

からないということから、わざと壊すわけです。みんな流してしまうわけです。  

 その矛盾が一時あったじゃないですか。木の橋が半分流れた。そしたら、流

れたところだけ災害復旧でつくってくれたら鉄の橋になった。ここからこっち

は木の橋。ところが、あれは全部流れれば全部鉄の橋になる。  

 

Ａ氏 火災保険みたいですね（笑）。  

 

今野 そういう意味では日本の明治維新政府が打ち立てた、「政策は霞が関で、

その実務は市町村」という分権の仕方がいまだにずうっと来ていて、そこを洗

わないで地方計画とか全国計画と言っても意味がない。  

 

Ａ氏 そこは吉田さんもおっしゃっていましたし、そこがだいぶ弱くなって

いる面があるんですね。大体、土木という言葉も地方自治体からほとんど消え

てしまうし、地方が守っていたところが少し弱っています。そこをどういう形

で維持していくのか、これから非常に大きな課題ですね。  
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今野 そこのところのうち、一級河川と一級国道は国の出先（直轄）でやる

という形で、国の出先の局と府県との関係はどうなのかというのはそういう線

で来ていたわけです。それをまたいいかげんにしたのは戦後の補助金体制です。

30年代の地方の財政難を契機にして、補助金行政がグッと地方行政の中に入り

込んでいったわけです。入り込むと同時にポストも取っていったのがいまの府

県であり、それによって霞が関では、極端なことを言うと、何にもやっていな

い役所なのに、権限と人材だけは集まっていた自治省というのはそれで成り立

っていたわけです。自治省採用人員の 4分の 3が地方ですからね。  

 

Ａ氏 自治省というのは 10人いればいいのではないかとよく言われますね。

地方交付税の計算だけすればいいと。  

 

今野 いまだったらコンピュータにぶち込んでさえおけばいいだけの話です

よ。人は要らないといいます。それなのにあれだけの権限を持っているという

のはね。  

 

Ａ氏 自治省がいるから、かえって地方分権が進まなかったという面があり

ますね。ほかの省庁でも、地方分権イコール自治省に霞が関の中での権限移動

だというわけだから、地方に移してもいいけど、自治省には渡したくないと。  

 

今野 それに抵抗していたのが、建設省が人事を押さえていた土木部長のポ

ストでしょう。  

 

Ａ氏 国土形成計画というのは法律策定の段階から不要論が随分強くて、国

会の議事録を見ても、かなりそういうのが強いですね。不要論の中でずっと荒

波にもまれてきて、あるとすればこういうことだという形でとりあえずつくっ

たということですかね。  
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今野 その辺よくわかりませんけれども、国土計画として機能した政策とし

て我々が学生に講義するモデルの一つは、アメリカでは国土計画というのはこ

うやって政策を実施して国を救ったんだよというのはＴＶＡです。ＴＶＡはケ

インズの理論をある意味では一番素直にのみ込んで、政府が事業開発から雇用

創出までやったわけです。しかし、ＴＶＡというプロジェクトが終われば連邦

政府は手を引いたわけです。  

 フランスは、最初からそういうところを見通して、ラングドック・ルシオン

の開発も、ラングドック・ルシオンの前にやった北フランスのトライアングル

構想も、ラングドックの後にやった大西洋岸のリゾート開発も、みんな 10年の

時限ですよ。 10年たつと法律に従って、国は手を引き管理運営機関に委ねる。

10年以内に政府が全部基盤整備をやって与えるという形ですね。  

 ドイツは、純粋の東西対立の国境地帯の産業配置に対する財政支援ですから、

国土計画というより州に対する財政政策なんです。プロジェクトを押さえるか

わりにカネをやる。  

 イギリスもそういう目で見ると、ランドユーズ・プランニングというのは、

戦争が終わって食糧や輸入が簡単にできるようになったら何の意味もなくなっ

たので、あれは時限なのです。だから、本来、国土政策というのは時限立法的

な政策なのかなと思うんですよ。  

ソビエトですら工場再開発移転、コンビナート計画というを第二次大戦前に

やるわけですが、これはナチス・ドイツ軍の侵略に備えてだから、第二次大戦

が終わればそれから拘束されたことはなかったと思います。それを恒久法に置

きかえた。  

 

Ｄ氏 各地方の開発法がありますね。あれもみんな期限なしだったのですか。  

 

今野 そんなことありません。半島振興法等の特定地域開発法は議員立法で

す。  

 



 31

Ｄ氏 新産・工特法をつくって何回もやりましたでしょう。  

 

今野 そうです。塗りかえますよね、時限が来ると。議員立法はすべてそれ

です。過疎法もそうですけれども、そのたびに政府は提案し直すわけです。霞

が関の中央官庁の官僚が実権を握ったことによって、権力維持方策として時限

政策を恒久政策にすり替えていった、こう言っていいと思います。  

 

Ｄ氏 1990年くらいまでの間は、日本にとってかなり遅れていた社会資本整

備が急速に進められたという意味でそれは達したのだと思いますよ。だけど、

それ以降、橋本内閣のときも、平成 22年とか 27年というところについてどうい

うビジョンを持っていたかという、そのビジョンがはっきりしていない。いま

のこれになると、最初のビジョンがないところでやろうという話なのでね。  

 

今野 おっしゃったことを裏から見ると、例えば、竹下内閣が１町村に１億

円ずつ配ったでしょう。あれはカネのばらまきだというのでものすごい悪評な

んですよね、有識者やマスコミに。でも、考えてみると、あの政策はそれだけ

の解釈ではないのではないか。あれは、もともと時限的なんだと考えると、こ

の１～２年の間に１億円ずつやるというのは本質なのかもしれないなと。  

 

Ｄ氏 だから、生きている地域と生かせなかった地域というのがはっきりし

ているんです。  

 

Ａ氏 ただ、地方が自らの頭で議論したというのが非常に大きい。  

 

今野 そういう機能的な議論はすごくよかったと思います。あの頃のカネの

額から見たら、１億円とか３億円くらいやったところで、その辺のちょっとし

た大プロが失敗した額ですから、そんなの大した話ではない。議論に値する話

ではないと思う。それよりは、みずからが考える力をつくったというのはすご
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い効果だったと思います。  

 

Ｂ氏 今度の計画といままでとの大違いは、人口減少ということですよね。  

 

今野 そうです。その問題意識もちょっと弱いですね。  

 

Ｂ氏 これがいままでとは明らかに違うベクトルでしょう。よくわからない

んですけれども、例えば 30万人都市圏と書いてあるのは……、人口再配置が当

然起きるわけです。政策的にも起こさなければ生活は成り立たないですね。書

いてあることは、過疎問題なんて昔から言っている話で、この図にもしかした

らすごい意味を持たせているのか、こんなところにこういうふうに人口の再配

置を政策として考えようとしているんでしょうか。どうなんでしょうね。  

 

今野 その辺は国土審議会の中で具体的にどういう議論をしているか、私も

もう籍を置いていないからわからないけれども、空白なのではないかと思いま

す。というのは、人口減少そのものの議論が日本ではまだ浮ついているんです。

人口が減ったらマーケットが小さくなるというシュリンク論にだけ結びついた

議論が圧倒的に多いけれども、実はマーケットがシュリンクしていくことより、

構造が変わっていくわけです。そっちのほうが大議論で、社会は多民族国家に

なってしまうかもしれないし。  

 

Ｄ氏 森地さんのこれも、人口減少に触れているけれども、いまおっしゃっ

たことがない。  

 

Ｂ氏 言葉としてはあるけれども、じゃどうするかみたいな話がどこにもな

い。  

 

Ｄ氏 地域的にこれが影響するものと、それから、消滅するというのはどこ
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かにあって、それももちろんだけれども、大都市についても同じ問題なわけで

しょう。それからどこかにあったけど、公設の病院が閉鎖されるとか、そうい

う問題が方々で起きてきています。それを一体どうするのか。それから経済構

造も大幅に変わる。カネだけの話だけではなくて変わるので、それがどういう

ふうなことかということも何も触れられていない。  

 

Ｂ氏 特に東アジアということになってくると、外国人の流入問題がもう一

つ、人口構成の中ではすごく大きな、社会構造を変えていくところがあります

よね。その辺の話がよくわからない。  

 

今野 人口が減ってくるでしょう。そうすると、就労人口の 30％以上を占め

ている二次産業は労働力不足になる可能性が大きい。なおのこと国際分業化が

進む可能性があるんですよね。向こうは向こうでものすごく余っています。だ

から、そういう構造の変化を見通すのが人口減少問題ですよ。  

 

Ｄ氏 外に行くのはいいけれども、中に入れるかという問題がね。それはま

さに文化もありますし。  

 

今野 森地さんこの説明の中で、人口は少ないけれども活力のある地域とか、

類型化していますね。だから、ちょっと気がついているんですよ。こういう見

方をしっかりしなくてはいけないと僕は思います。  

 

Ｄ氏 それは広域圏で考えたときに埋没するような地域しか挙がってないで

しょう。北見とか帯広とか。  

 

Ａ氏 例えば、 30万の都市圏内に皆さん住みましょう、または、もうつぶれ

そうな市町村がありますよと。そういう形は事実としてあるわけですね。 30万

以上のところから１時間圏にみんなが住む方向に持っていこうとしているのか、
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または、存続不可能なところについてはつぶすという意味で書いているのか、

これを何とか持ちこたえさせようとする意味で書いておられるのか。アメリカ

だったら存続困難集落は捨てるわけですよね、人間中心だから。  

 

Ｂ氏 捨てざるを得ない時代が来ると思うんです。  

 

Ｄ氏 例えば山村集落というのは季節的に移動させていたけど、将来的には

学校も公共サービスも維持できないから、離村させようと。それがそもそもの

考え方だったんですね。あれと同じ考え方をとっていくのかどうか。  

 

今野 ダムで集団移転させてコミュニティを新しくつくったところは幾つも

あるわけです。そういうのはどういう問題を残して、どういう評価をすべきな

のかというのを、次世代にまでわたって調べる、そういうことが大事なんでし

ょうね。  

 

Ｂ氏 いま、中越がまさにそうなんです。集落再編で戻ってこようという意

思はみんなあるわけです。だけど戻ってきても、５年もたったらまた出なけれ

ばならないということが必ず起きる。集落再編においてきれい事を言っていら

れないというのがありますよね。  

 

今野 多民族の問題についても、あまりにも本格的な議論がされていないと

思いますが、香港なんかに行くと、フィリピン人というのはものすごくサービ

ス提供優秀民族だという評があります。看護婦にしても家政婦にしても。本当

に高度な医療サービスを日本が提供しようとすれば、むしろ歓迎したほうがい

いのかもしれませんね。  

 

Ａ氏 アメリカも多いでしょう、フィリピン人の看護婦とかね。  
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Ｄ氏 だけど、これから入ってくるフィリピン人がどうかということが問題。  

 

今野 あるいは、どういう教育をしなくてはならないかというのも問題です。  

 

Ｄ氏 医療関係は中国からも入ってきていて、中国はいわば労働者としての

割り切りがよ過ぎるんです。それから宗教がフィリピンはキリスト教の場合が

多い。奉仕に対する考え方が全然違いますね。日本人が期待するような看護師

の役目を中国ではとれないという見方もありますね。  

 

今野 言いたいことは、さっきの 30万論、 50万論なんだけど、いままでの一

民族一国家社会をつくっていたという単色構造の中で、しかも、経済発展が工

業化の真ん中にあったために、人口規模と成立する地域経済が一次相関してい

た時代だと思うのです。だから、 30万圏域だと維持できるとか、 50万圏域だと

プラスになれるとか、そういう議論があったと思います。  

 

Ｄ氏 いま、太田市なんて外人の比率がべらぼうに高いでしょう。  

 

Ｂ氏 あそこはブラジル系ですね。  

 

今野 15％くらいです。  

 

Ｄ氏 それがみんな子供を産んだりしたりというので、社会構造がどんどん

変わってきているでしょう。そういうのをどう考えていくのかということです

ね。あれはいままで産業があったから維持できたけれども、そうでないところ

の、サービス産業で入っていった場合に恐らくそこは長続きしないのではない

かと思います。やはり将来ビジョンをどう考えるかというところがないと、国

が負うべき行政投資や社会資本の整備という問題はなかなか難しいと思うんで

す。  
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今野 難しいですね。最も単純な話としては、いま、日本の国土を人口だけ

に絞ってみても、出生率の高いところほど人口減少しているんです。  

 

Ａ氏 そうなんですか。  

 

今野 ええ、沖縄を除いて。沖縄は例外的な動きです。合計特殊出生率に置

きかえればはっきりするけれども、出生率が一番低いのは東京なんです。同じ

ことで、晩婚の程度が高いところほど人口が増加しています。というのは、国

土問題に翻訳される数字や何かというと社会移動なんですね。にもかかわらず、

いま小泉内閣が打っている政策は、児童手当を増やしますとか、出産後の休暇

をやりますとか、そんなのだけでは何の政策的効果はないわけです。したがっ

て猪口少子化担当大臣なんて、税金の無駄遣い以外何もやっていない（笑）。

人口減少とかそういうのが何をもたらすのかということが、全くわかっていな

い。野党はもっとわかっていないで、生活が苦しくなったから産まないんだな

んて馬鹿みたいなことを言っているわけです。  

 

Ｄ氏 昔は「貧乏人の子だくさん」でしたね（笑）。  

 

今野 民族を越えて、生活水準が高くなってくれば出生率は低くなってくる

わけです。  

 

Ｄ氏 そうなんです、ヨーロッパも。  

 

今野 ヨーロッパでもアジアでもみんなそう。  

 

Ａ氏 今週、むつ小川原に行きましたけれども、新全総のシンボルですね。

我々が行く前に、法政大学の先生たちが書いた 300ページに及ぶ本があるんで

す。東大出版会から出ていますが、事前に読んでいったんです。ただし、初め
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から失敗だと決めつけているわけです。  

しかし、実際に行ってみるとこの５、６年で時代が変わってきまして、反対

派、賛成派がまず融合しています。それを越えた形で、いまの村長さんは両方

を束ねた人なんですね。それから、あの中で自発的な産業が起こってきたりし

ている。南のほうは工場は出ていませんけれども、あれを農業に使わせろと地

元が言ってきていて、あれはあれで一つの形としてはいろいろな荒波を乗り越

えてね。  

 

今野 右に行ったり左へ行ったりしたけれども、落ち着くところに落ち着き

そうだと。  

 

Ａ氏 ええ。さっきのＴＶＡじゃないですけど、荒波を乗り越えて、いま、

非常に面白い形が出てきています。それと同じが大潟村で、あれも反対派、賛

成派がいましたが、それを統一した形で住民たちが一緒にやっている。この５、

６年で、こういういろいろな形だったところが、自分たちで努力しているとこ

ろがありますね。  

 

今野 そうですね。  

 

Ｄ氏 大潟村は、中央の農業政策に反対してやったから技術的な芯ができて

まとまっているわけです。農政への反対というのが、あそこが成り立った基本

ですよね。そういうものを評価するなんて仕組みで計画をつくったから……。  

 

今野 政策だとか法律だとか言っているのは、いかにも利口そうなんだけど、

生活から出てきた知恵を上回ることはできないという感じですよね。政策に必

要以上期待している風潮はある意味では独裁政治期待論者、国家主義論者でも

あるのですね。政府が全て悪いという論者の見識が一面中央集権論者であるの

と似ていて。  
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Ｄ氏 むつ小川原の若い者だって何だって学習レベルはものすごく低かった

んです。それで東電でも何でも、研修所をつくってそこに入れて中学校の教育

から始めている。そうでないと使える人間にならない。だんだんそれを繰り返

すうちに質が変わっていった。  

 

Ａ氏 いま実際に、日本原燃とかそういうところに新卒で地元から入る人が

すごく増えているんです。そういう点で非常に民度が上がっていますね。  

 

Ｄ氏 それはその結果だと思うよ。  

 

Ａ氏 それから、非常に元気がいいのは三沢ですね。あれは人口５万プラス、

外国人がアメリカ基地にいますから。もう一つ、むつ小川原の原燃の人たちは

三沢から通っているんです。だから、三沢は非常に元気がいい。  

 

Ｄ氏 それから三沢の海寄りのほうに住友化学が出ています。あれもかなり

後なんだけど、新しい工場ではある。それは大幅に違うわけです。  

 

今野 三沢なんていうのは、戦後、都市になったけれども、東北の中であん

なところが何で都市にというわけで完全な基地門前町です。  

 

Ｄ氏 それはやっぱり基地ですよ。  

 

今野 駐留軍労務者として東北中から人を集めたわけです。だから地域が本

当に活性化するというのは、そこに生まれた人間がそこになんか定着するはず

ないんですね、人間というのは本来が。外からどれだけ入ってくるか、入って

くるだけの魅力をつくられるか、ということですよね。  

 

Ｂ氏 これからは人口が減るから、ますますね。魅力競争になる。  
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Ａ氏 下北からの風、やませ（山勢）が強くて、車を降りてドアを閉められ

ないぐらいだったんですけれども、三沢に行ったらピタッと風がやんだんです。

下北というのは米ができないでしょう。三沢に行くと、ずっと米作が広がって

いて、しかも風がピタッとやむんですね。  

 

Ｂ氏 地政学上、ちゃんとなっている。  

 

今野 飛行場のあるところはみんなそうですよね。  

 

Ａ氏 では、今野先生、今日はありがとうございました。（了）  

 


